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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
基材フィルムの一方の面に、物理気相成長法による無機酸化物の蒸着膜を設けた透明蒸着
フィルムにおいて、
上記の基材フィルムとして、蒸着加工が施される冷却ドラム上で、熱収縮する二軸延伸ポ
リエステルフィルムを使用し、かつ、上記の冷却ドラム上における該基材フィルムが、こ
れに荷重０．０５～０．１５Ｎ／ｍｍを負荷し、かつ、昇温速度５℃／ｍｉｎで２５～２
００℃まで昇温するときに、縦方向、および、横方向の寸法変化率が、それぞれ－５．０
～－２．０％、－１．０～＋１．０％の範囲内にある二軸延伸ポリエステルフィルムを使
用し、
その基材フィルムとしての二軸延伸ポリエステルフィルムの、蒸着される直前直後におけ
る前後に引っ張られ、緊張した状態における熱的特性を有する二軸延伸ポリエステルフィ
ルムの一方の面に、その寸法変化率に追随した、蜜に、緻密に製膜化した無機酸化物の蒸
着膜を設けたこと
を特徴とする透明蒸着フィルム。
【請求項２】
無機酸化物の蒸着膜が、紫外線（波長３６６ｎｍ）透過率８５％～９６％である酸化アル
ミニウムの蒸着膜からなることを特徴とする上記の請求項１に記載する透明蒸着フィルム
。
【請求項３】
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無機酸化物の蒸着膜が、一酸化硅素と硅素の混合物を原料として、物理蒸着法による酸化
硅素の蒸着膜からなることを特徴とする上記の請求項１に記載する透明蒸着フィルム。
【請求項４】
無機酸化物の蒸着膜が、膜厚５０Å～１０００Åの範囲内であることを特徴とする上記の
請求項１～３のいずれか１項に記載する透明蒸着フィルム。
【請求項５】
酸化アルミニウムの蒸着膜が、膜厚１００Å～５００Åの範囲内であることを特徴とする
上記の請求項４に記載する透明蒸着フィルム。
【請求項６】
酸化硅素の蒸着膜が、膜厚２００Å～６００Åの範囲内であることを特徴とする上記の請
求項４に記載する透明蒸着フィルム。
【請求項７】
基材フィルムの一方の面に、真空蒸着法により無機酸化物の蒸着膜を形成する透明蒸着フ
ィルムの製造法において、
上記の基材フィルムとして、蒸着加工が施される冷却ドラム上で、熱収縮する二軸延伸ポ
リエステルフィルムを使用し、かつ、上記の冷却ドラム上における該基材フィルムが、こ
れに荷重０．０５～０．１５Ｎ／ｍｍを負荷し、かつ、昇温速度５℃／ｍｉｎで２５～２
００℃まで昇温するときに、縦方向、および、横方向の寸法変化率が、それぞれ－５．０
～－２．０％、－１．０～＋１．０％の範囲内にある二軸延伸ポリエステルフィルムを使
用し、
その基材フィルムとしての二軸延伸ポリエステルフィルムの、蒸着される直前直後におけ
る前後に引っ張られ、緊張した状態における熱的特性を有する二軸延伸ポリエステルフィ
ルムの一方の面に、真空蒸着法からなる物理気相成長法により、
その真空蒸着装置内の冷却ドラムの温度を－１５℃～０℃の範囲に調整し、
上記の二軸延伸ポリエステルフィルムの一方の面に、その寸法変化率に追随して、無機酸
化物の蒸着膜を蜜に、緻密に製膜化すること
を特徴とする透明蒸着フィルムの製造法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、透明蒸着フィルムおよびその製造法に関するものである。
【背景技術】
【０００２】
　従来、飲食品、化成品、雑貨品、その他等を充填包装する包装用材料としては、充填包
装する内容物の変質、変色、その他等を防止するために、酸素ガス、水蒸気等の透過を遮
断、阻止する、種々の形態からなるバリア性基材が、開発され、提案されている。
　その最も代表的なものとしては、例えば、アルミニウム箔ないしその蒸着膜が、提案さ
れているが、このものは、極めて安定したガスバリア性を発揮するものの、使用後、ゴミ
として焼却処理する場合、その焼却残渣が発生し、使用後の廃棄処理が容易でないという
問題点があり、また、透明性に欠けるという問題点もある。
【０００３】
　これに対処するために、例えば、ポリ塩化ビニリデン系樹脂、エチレン－ビニルアルコ
－ル共重合体、その他等からなる酸素、水蒸気等の透過を遮断、阻止するバリア性樹脂フ
ィルムを使用することが試みられている。
　しかし、ポリ塩化ビニリデン系樹脂は、その構造中に塩素原子を含有することから、使
用後、ゴミとして焼却処理する場合、有害な塩素ガスが発生し、環境衛生上好ましくない
という問題点がある。
　一方、エチレン－ビニルアルコ－ル共重合体は、酸素透過性が低く、かつ、香味成分の
吸着性が低いという長所を有するものの、水蒸気に接触するとガスバリア性が、著しく低
下してしまうという問題点がある。
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　このため、バリア性基材としてのエチレン－ビニルアルコ－ル共重合体を水蒸気から遮
断するために複雑な積層構造とする必要があり、製造コストの増大を来しているというの
が実状である。
【０００４】
　そこで、近年、高いガスバリア性と保香性を安定して発揮し、かつ、透明性を有するバ
リア性基材として、酸化アルミニウム、酸化硅素等の無機酸化物の蒸着膜からなるバリア
層を備えたバリア性基材が、開発され、提案されている。
　而して、上記のバリア性基材は、例えば、ポリエステル系樹脂、ポリアミド系樹脂、あ
るいは、ポリプロピレン系樹脂等の樹脂フィルムからなる基材フィルムの一方の面に、酸
化アルミニウム、酸化硅素等の無機酸化物を真空蒸着によりガス化して付着させ、それに
より無機酸化物の蒸着膜を設けることにより製造さている。
　このものは、酸素ガス、水蒸気等の透過を阻止するガスバリア性に優れていると共に透
明性に優れ、また、使用後においては、焼却廃棄処理する際に有害物質等を発生すること
なく、廃棄処理適性、環境適性等に優れているものであり、その用途が、多方面に展開さ
れ、その需要量が、拡大しているものである。
　しかしながら、上記の酸化アルミニウム、酸化硅素等の無機酸化物の蒸着膜からなるバ
リア層は、単に、無機酸化物を加熱し、蒸気化し、その粒子を基材フィルムの上に蒸着、
付着させたものであるため、無機酸化物の粒子間に結晶粒界という隙間が存在しており、
ガスバリア性に優れているとは言え、充分に満足し得るガスバリア性を有するものである
とは言い得ないものであるというのが実状である。
　このため、例えば、その膜厚を厚く（５００～１０００Å）すること、あるいは、無機
酸化物の蒸着膜中の酸素原子の割合を小さくして、そのガスバリア性を向上させること、
その他等の改良案が提案さているが、反面、例えば、膜厚を厚くすると、その透明性が低
下すること、また、膜厚を厚くすることにより無機酸化物の蒸着膜が、伸縮性、延展性等
に劣り、クラック等が生じやすいこと、基材フィルムと無機酸化物の蒸着膜を構成する粒
子との密着力が弱いこと等の種々の問題点がある。
【０００５】
　上記の酸化アルミニウム、酸化硅素等の無機酸化物の蒸着膜からなるバリア層を備えた
バリア性基材の問題点を解決し、そのガスバリア性能を向上させるために、例えば、フィ
ルムの縦方向及び横方向の乾熱収縮率（１６０℃×５分）が、それぞれ１．０～２．０％
及び０．５～１．０％である酸化硅素蒸着用二軸延伸ポリエステルフィルム（例えば、特
許文献１参照。）が提案されている。
　また、フィルムに荷重５．０Ｎ／ｍを負荷し、昇温速度１０～２０℃／分で昇温した時
のフィルムの縦方向及び横方向の変化率（σ％）が、温度６０～１４０℃の範囲では変化
率σ1 が－１．８～０．７％の範囲にあり、温度１４０～１８０℃の範囲ではσ2 が－２
．６～１．０％の範囲にあることを特徴とする透明蒸着用二軸延伸ポリエステルフィルム
（例えば、特許文献２参照。）も提案されている。
【特許文献１】特開平１０－６３９３号公報（特許請求の範囲等）
【特許文献２】特開平１１－１９８２２６号公報（特許請求の範囲等）
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００６】
　一般に、プラスチックフィルム等の基材フィルムの一方の面に、真空蒸着法等の物理気
相成長法により、酸化アルミニウム、酸化硅素等の無機酸化物の蒸着膜を形成する場合、
ベ－スとなるプラスチックフィルム等の基材フィルムは、フィルムの供給ロ－ルとフィル
ムの巻き取りロ－ルとの間において、かなり緊張し、前後に引っ張られた状態であって、
更に、かなり高温の蒸着源上を通過しながら、その表面に、酸化アルミニウム、酸化硅素
等の無機酸化物を加熱して、ガス状に蒸気化し、その蒸気化した微粒子を付着させて、無
機酸化物の蒸着膜が形成されるものである。
　従って、真空蒸着法等の物理気相成長法において、ベ－スとなるプラスチックフィルム
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等の基材フィルムの、蒸着される直前直後における前後に引っ張られ、緊張した状態にお
ける熱的特性と、蒸着される無機酸化物の蒸着膜の膜質との相性は、生成する蒸着フィル
ムのガスバリア物性に大きく影響を与えるものであると考えられるものである。
　例えば、通常、蒸着された直後の無機酸化物の蒸着膜は、基材フィルムの縦方向の収縮
によって、無機酸化物の蒸着膜が緻密化し、極めて蜜に蒸着膜が形成され、そのガスバリ
ア性の優れた蒸着膜を形成し得るものであり、他方、それとは、逆に、基材フィルムの横
方向の寸法変化率が大きくなると、基材フィルムの走行中に、シワ等が発生し、無機酸化
物の蒸着膜が疎らになり、その蒸着膜のガスバリア性の劣化の原因となるものである。
【０００７】
　ところで、上記の特許文献１に係る酸化硅素蒸着用二軸延伸ポリエステルフィルムにお
いては、特に、重要な縦方向の熱収縮率について、蒸着される直前直後における前後に引
っ張られ、緊張した状態における熱収縮率についてのものではなく、単に、フィルムの物
性としてのフリ－な状態における熱収縮率について規定しているものであり、更に、上記
の特許文献１に記載されている１．０～２．０％程度の熱収縮率の範囲では、蒸着直後の
フィルムの熱収縮率が小さいため、蒸着された膜の緻密化が十分でなく、優れたガスバリ
ア特性を有する蒸着膜を形成し得るということには程遠く、極めて困難なものである。
　また、上記の特許文献２に係る酸化硅素蒸着用二軸延伸ポリエステルフィルムにおいて
は、特に、重要な縦方向の寸法変化率について、蒸着される直前直後における前後に引っ
張られ、緊張した状態における寸法変化率について規定しているものではあるが、上記の
特許文献１と同様に、特許文献２に記載されている程度の寸法変化率の範囲では、蒸着直
後のフィルムの寸法変化率が小さいため、蒸着された膜の緻密化が十分でなく、優れたガ
スバリア特性を有する蒸着膜を形成し得るということには程遠く、極めて困難なものであ
る。
　また、上記の特許文献２に係る酸化硅素蒸着用二軸延伸ポリエステルフィルムにおいて
は、フィルムの縦方向及び横方向に係る寸法変化率を共に同一の範囲内において縦方向及
び横方向の寸法変化率を変えているものであり、この場合には、その両者の寸法変化率は
、自ずから、ある限られた範囲内の寸法変化率に係るものであり、しかも、特許文献２に
記載されている程度の寸法変化率の範囲では、蒸着直後のフィルムの寸法変化率が小さい
ため、蒸着された膜の緻密化が十分でなく、優れたガスバリア特性を有する蒸着膜を形成
し得るということは極めて困難なものである。
　そこで、本発明は、上記のような事情に鑑みて、基材フィルムの特性を検討し、酸素ガ
ス、水蒸気に対するバリア性を向上させ、高いガスバリア性を安定して維持すると共に、
良好な透明性、および、耐衝撃性、耐熱水性等を備えた透明蒸着フィルムおよびその製造
法を提供することを目的とするものである。
【課題を解決するための手段】
【０００８】
　本発明者は、上記のような課題を解決すべく種々検討の結果、基材フィルムの一方の面
に、物理気相成長法による無機酸化物の蒸着膜を設けた透明蒸着フィルムにおいて、基材
フィルムとして、さまざまな熱的特性をもつ二軸延伸ポリエステルフィルムを蒸着用ベ－
スフィルムに用いて、これに種々の膜質からなる無機酸化物の蒸着膜を形成し、その相性
を調べ、その結果、ガスバリア性の良好な透明蒸着フィルムを得るために必要な二軸延伸
ポリエステルフィルムの熱的特性と蒸着膜の膜質との条件を見出し、基材フィルムとして
、ある特定の寸法変化率を有する二軸延伸ポリエステルフィルムを使用し、これに、真空
蒸着法等の物理気相成長法により、例えば、酸化アルミニウム、酸化硅素等の無機酸化物
の蒸着膜を設けて、透明蒸着フィルムを製造したところ、基材フィルムとしての二軸延伸
ポリエステルフィルムの、蒸着される直前直後における前後に引っ張られ、緊張した状態
における熱的特性と、蒸着される無機酸化物の蒸着膜の膜質との相性が整合し、上記の二
軸延伸ポリエステルフィルムの寸法変化率に追随して、酸化アルミニウム、酸化硅素等の
無機酸化物の蒸着膜を極めて蜜に、緻密に形成することができ、これにより、酸素ガス、
水蒸気に対するバリア性を向上し、相対的に、酸素ガス、水蒸気等に対する高いガスバリ
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ア性を安定して維持すると共に、良好な透明性、および、耐衝撃性、耐熱水性等を備えた
透明蒸着フィルムを製造し得ることを見出して本発明を完成したものである。
【０００９】
　すなわち、本発明は、基材フィルムの一方の面に、物理気相成長法による無機酸化物の
蒸着膜を設けた透明蒸着フィルムにおいて、上記の基材フィルムが、該基材フィルムに荷
重０．０５～０．１５Ｎ／ｍｍを負荷し、かつ、昇温速度５℃／ｍｉｎで２５～２００℃
まで昇温するときに、縦方向、および、横方向の寸法変化率が、それぞれ－５．０～－２
．０％、－１．０～＋１．０％の範囲内にある二軸延伸ポリエステルフィルムを用いるこ
とを特徴とする透明蒸着フィルムおよびその製造法に関するものである。
【発明の効果】
【００１０】
　上記の本発明においては、まず、蒸着加工が施される冷却ドラム上（温度１５０～２０
０℃、テンション０．０７Ｎ／ｍｍ）で、若干、熱収縮する二軸延伸ポリエステルフィル
ムを基材フィルムとして使用することにより、優れたガスバリア性を有する透明蒸着フィ
ルムを製造し得るものである。
　具体的には、蒸着中においてフィルムにかかるテンションに相当する荷重０．０５～０
．１５Ｎ／ｍｍを基材フィルムに負荷し、かつ、昇温速度５℃／ｍｉｎで２５～２００℃
まで昇温するときに、縦方向の寸法変化率が、－５．０～－２．０％の範囲内にある二軸
延伸ポリエステルフィルムを用いて、基材フィルムとしての二軸延伸ポリエステルフィル
ムの、蒸着される直前直後における前後に引っ張られ、緊張した状態における熱的特性と
、蒸着される無機酸化物の蒸着膜の膜質との相性が整合し、上記の二軸延伸ポリエステル
フィルムの寸法変化率に追随して、酸化アルミニウム、酸化硅素等の無機酸化物の蒸着膜
を極めて蜜に、緻密に形成することができ、これにより、酸素ガス、水蒸気に対するバリ
ア性を向上させ、相対的に、酸素ガス、水蒸気等に対する高いガスバリア性を安定して維
持すると共に、良好な透明性、および、耐衝撃性、耐熱水性等を備えた透明蒸着フィルム
を製造し得ることができるものである。
　また、それとは逆に、蒸着中においてフィルムにかかるテンションに相当する荷重０．
０５～０．１５Ｎ／ｍｍを基材フィルムに負荷し、かつ、昇温速度５℃／ｍｉｎで２５～
２００℃まで昇温するときに、横方向の寸法変化率が、－１．０～＋１．０％の範囲内に
ある二軸延伸ポリエステルフィルムを用いて、基材フィルムとしての二軸延伸ポリエステ
ルフィルムの走行中におけるシワの発生を極力防止すると共にそれに影響される蒸着膜の
膜質の劣化を最小限とし、そのガスバリア性の劣化の要因となることを防止するものであ
る。
【発明を実施するための最良の形態】
【００１１】
　本発明に係る透明蒸着フィルムおよびその製造法について、以下に図面等を用いて更に
詳しく説明する。
　図１は、本発明に係る透明蒸着フィルムについてその層構成の一例を示す概略的断面図
である。
【００１２】
　まず、本発明に係る透明蒸着フィルムＡは、図１に示すように、基材フィルム１の一方
の面に、物理気相成長法による無機酸化物の蒸着膜２を設けた透明蒸着フィルムにおいて
、上記の基材フィルム１が、該基材フィルム１に荷重０．０５～０．１５Ｎ／ｍｍを負荷
し、かつ、昇温速度５℃／ｍｉｎで２５～２００℃まで昇温するときに、縦方向、および
、横方向の寸法変化率が、それぞれ－５．０～－２．０％、－１．０～＋１．０％の範囲
内にある二軸延伸ポリエステルフィルム１ａを用いることを基本構成とするものである。
【００１３】
　上記において、基材フィルムとしての二軸延伸ポリエステルフィルムとしては、ポリエ
チレンテレフタレ－トフィルム（ＰＥＴ）が最適であり、また、ポリブチレンテレフタレ
－トフィルム（ＰＢＴ）、ポリエチレンナフタレ－トフィルム（ＰＥＮ）、ポリシクロヘ
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キシレンジメチレンテレフタレ－トフィルム（ＰＣＴ）、その他等を使用することができ
る。
【００１４】
　本発明において、上記の二軸延伸ポリエステルフィルムとしては、例えば、上記のよう
なポリエステル樹脂の１種ないしそれ以上を使用し、押し出し法、キャスト成形法、Ｔダ
イ法、切削法、インフレ－ション法、その他等の製膜化法を用いて、上記のようなポリエ
ステル樹脂を単独で製膜化する方法、あるいは、２種以上のポリエステル樹脂を使用して
多層共押し出し製膜化する方法、更には、２種以上のポリエステル樹脂を使用し、製膜化
する前に混合して製膜化する方法等により、ポリエステル樹脂のフィルムないしシ－トを
製造し、更に、要すれば、例えば、テンタ－方式、あるいは、チュ－ブラ－方式等を利用
して１軸ないし２軸方向に延伸してなるポリエステル樹脂のフィルムないしシ－トを使用
することができる。
　具体的には、例えば、縦方向及び横方向の延伸倍率として、２．０～６．０倍程度に延
伸した後、加熱処理したポリエステル樹脂のフィルムないしシ－トを使用することができ
る。
　また、本発明において、上記のポリエステル樹脂のフィルムないしシ－トの膜厚として
は、６～１００μｍ位、より好ましくは、９～５０μｍ位が望ましい。
【００１５】
　なお、上記のポリエステル樹脂の１種ないしそれ以上を使用し、その製膜化に際して、
例えば、フィルムの加工性、耐熱性、耐候性、機械的性質、寸法安定性、抗酸化性、滑り
性、離形性、難燃性、抗カビ性、電気的特性、強度、その他等を改良、改質する目的で、
種々のプラスチック配合剤や添加剤等を添加することができ、その添加量としては、極く
微量から数十％まで、その目的に応じて、任意に添加することができる。
　上記において、一般的な添加剤としては、例えば、滑剤、架橋剤、酸化防止剤、紫外線
吸収剤、光安定剤、充填剤、帯電防止剤、滑剤、アンチブロッキング剤、染料、顔料等の
着色剤、その他等を任意に使用することができ、更には、改質用樹脂等も使用することが
てきる。
【００１６】
　また、本発明において、上記のポリエステル樹脂のフィルムないしシ－トの表面には、
後述する無機酸化物の蒸着膜との密接着性等を向上させるために、必要に応じて、予め、
所望の表面処理層を設けることができるものである。
　本発明において、上記の表面処理層としては、例えば、コロナ放電処理、オゾン処理、
酸素ガス若しくは窒素ガス等を用いた低温プラズマ処理、グロ－放電処理、化学薬品等を
用いて処理する酸化処理、その他等の前処理を任意に施し、例えば、コロナ処理層、オゾ
ン処理層、プラズマ処理層、酸化処理層、その他等を形成して設けることができる。
　上記の表面前処理は、ポリエステル樹脂のフィルムないしシ－トと後述する無機酸化物
の蒸着膜との密接着性等を改善するための方法として実施するものであるが、上記の密接
着性を改善する方法として、その他、例えば、各種の樹脂のフィルムないしシ－トの表面
に、予め、プライマ－コ－ト剤層、アンダ－コ－ト剤層、アンカ－コ－ト剤層、接着剤層
、あるいは、蒸着アンカ－コ－ト剤層等を任意に形成して、表面処理層とすることもでき
る。
　上記の前処理のコ－ト剤層としては、例えば、ポリエステル系樹脂、ポリアミド系樹脂
、ポリウレタン系樹脂、エポキシ系樹脂、フェノ－ル系樹脂、（メタ）アクリル系樹脂、
ポリ酢酸ビニル系樹脂、ポリエチレンあるいはポリプロピレン等のポリオレフィン系樹脂
あるいはその共重合体ないし変性樹脂、セルロ－ス系樹脂、その他等をビヒクルの主成分
とする樹脂組成物を使用することができる。
【００１７】
　次に、上記において、上記の物理気相成長法による無機酸化物の蒸着膜について更に詳
しく説明すると、かかる物理気相成長法による無機酸化物の蒸着膜としては、例えば、真
空蒸着法、スパッタリング法、イオンプレ－ティング法、イオンクラスタ－ビ－ム法等の
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物理気相成長法（Ｐｈｙｓｉｃａｌ　Ｖａｐｏｒ　Ｄｅｐｏｓｉｔｉｏｎ法、ＰＶＤ法）
を用いて無機酸化物の蒸着膜を形成することができる。
　而して、本発明において、具体的には、金属または金属の酸化物を原料とし、これを加
熱して蒸気化し、これを基材フィルムの一方の上に蒸着する真空蒸着法、または、原料と
して金属または金属の酸化物を使用し、酸素を導入して酸化させて基材フィルムの一方の
上に蒸着する酸化反応蒸着法、更に酸化反応をプラズマで助成するプラズマ助成式の酸化
反応蒸着法等を用いて蒸着膜を形成することができる。
　上記において、蒸着材料の加熱方式としては、例えば、抵抗加熱方式、高周波誘導加熱
方式、エレクトロンビ－ム加熱方式（ＥＢ）等にて行うことができる。
【００１８】
　本発明において、上記の物理気相成長法による無機酸化物の薄膜膜を形成する方法につ
いて、その具体例を挙げると、図２は、巻き取り式真空蒸着装置の一例を示す概略的構成
図である。
　図２に示すように、巻き取り式真空蒸着装置１１の真空チャンバ－１２の中で、巻き出
しロ－ル１３から繰り出す基材フィルム１は、ガイドロ－ル１４、１５を介して、冷却し
たコ－ティングドラム１６に案内される。
　而して、上記の冷却したコ－ティングドラム１６上に案内された基材フィルム１の上に
、るつぼ１７で熱せられた蒸着源１８、例えば、金属アルミニウム、あるいは、酸化アル
ミニウム等を蒸発させ、更に、必要ならば、酸素ガス吹出口１９より酸素ガス等を噴出し
、これを供給しながら、マスク２０、２０を介して、例えば、酸化アルミニウム等の無機
酸化物の蒸着膜を成膜化し、次いで、上記において、例えば、酸化アルミニウム等の無機
酸化物の蒸着膜を形成した基材フィルム１を、ガイドロ－ル２１、２２を介して送り出し
、巻き取りロ－ル２３に巻き取ることによって、本発明にかかる物理気相成長法による無
機酸化物の蒸着膜を形成することができる。
【００１９】
　上記において、蒸着源としては、酸化アルミニウムの蒸着膜を形成する場合には、例え
ば、金属アルミニウム、あるいは、酸化アルミニウム、その他等を使用することができ、
また、酸化硅素の蒸着膜の場合には、一酸化硅素と硅素との混合物、一ないし二酸化硅素
、その他等を使用することがてきる。
　而して、上記の酸化アルミニウムの蒸着膜を形成する場合、酸化度が高すぎると、すな
わち、紫外線透過率が９７％以上であると、酸化アルミニウムの蒸着膜自体が硬くなり、
基材フィルムとしての二軸延伸ポリエステルフィルムの収縮により、酸化アルミニウムの
蒸着膜にクラック等が入り、ガスバリア性の劣化を引き起こす要因となることから、酸化
アルミニウムの蒸着膜は、その蒸着時ないし直後における紫外線（波長３６６ｎｍ）透過
率が、８５％～９６％の範囲、より好ましくは、８７％～９４％の範囲内であることが望
ましいものである。
　また、上記の酸化アルミニウムの蒸着膜の膜厚としては、膜厚５０Å～１０００Åの範
囲内、より好ましくは、１００Å～５００Åの範囲内であることが望ましいものである。
　次に、本発明において、無機酸化物の蒸着膜として、一酸化硅素と硅素の混合物を原料
として、物理気相成長法による酸化硅素の蒸着膜を形成する場合、膜厚が厚すぎると、基
材フィルムとしての二軸延伸ポリエステルフィルムの収縮によって、酸化硅素の蒸着膜が
緻密化する効果はほとんどなくなることから、酸化硅素の蒸着膜の膜厚は、５０Å～１０
００Åの範囲内、より好ましくは、膜厚２００Å～６００Åの範囲内であることが望まし
いものである。
【００２０】
　ところで、本発明において、無機酸化物の蒸着膜としては、基本的には、酸化物を蒸着
した薄膜であれば使用可能であり、例えば、ケイ素（Ｓｉ）、アルミニウム（Ａｌ）、マ
グネシウム（Ｍｇ）、カルシウム（Ｃａ）、カリウム（Ｋ）、スズ（Ｓｎ）、ナトリウム
（Ｎａ）、ホウ素（Ｂ）、チタン（Ｔｉ）、鉛（Ｐｂ）、ジルコニウム（Ｚｒ）、イット
リウム（Ｙ）等の金属の酸化物の蒸着膜を使用することができる。



(8) JP 4815744 B2 2011.11.16

10

20

30

40

50

　而して、好ましいものとしては、ケイ素（Ｓｉ）、アルミニウム（Ａｌ）等の金属の酸
化物の蒸着膜を挙げることができる。
　而して、上記の金属の酸化物の蒸着膜は、ケイ素酸化物、アルミニウム酸化物、マグネ
シウム酸化物等のように金属酸化物として呼ぶことができ、その表記は、例えば、ＳｉＯ

X 、ＡｌＯX 、ＭｇＯX 等のようにＭＯX （ただし、式中、Ｍは、金属元素を表し、Ｘの
値は、金属元素によってそれぞれ範囲がことなる。）で表される。
　また、上記のＸの値の範囲としては、ケイ素（Ｓｉ）は、０～２、アルミニウム（Ａｌ
）は、０～１．５、マグネシウム（Ｍｇ）は、０～１、カルシウム（Ｃａ）は、０～１、
カリウム（Ｋ）は、０～０．５、スズ（Ｓｎ）は、０～２、ナトリウム（Ｎａ）は、０～
０．５、ホウ素（Ｂ）は、０～１、５、チタン（Ｔｉ）は、０～２、鉛（Ｐｂ）は、０～
１、ジルコニウム（Ｚｒ）は０～２、イットリウム（Ｙ）は、０～１．５の範囲の値をと
ることができる。
　上記において、Ｘ＝０の場合、完全な金属であり、透明ではなく全く使用することがで
きない、また、Ｘの範囲の上限は、完全に酸化した値である。
　本発明において、一般的に、ケイ素（Ｓｉ）、アルミニウム（Ａｌ）以外は、使用され
る例に乏しく、ケイ素（Ｓｉ）は、１．０～２．０、アルミニウム（Ａｌ）は、０．５～
１．５の範囲の値のものを使用することができる。
　本発明において、上記のような無機酸化物の蒸着膜の膜厚としては、使用する金属、ま
たは、金属の酸化物の種類等によって異なるが、例えば、５０～１０００Å位、好ましく
は、１００～１０００Å位の範囲内で任意に選択して形成することが望ましい。
【００２１】
　また、上記において、真空チャンバ－内を真空ポンプにより減圧し、真空度２×１０-1

～２×１０-8ｍｂａｒ位、好ましくは、真空度２×１０-2～２×１０-7ｍｂａｒ位に調製
することが望ましいものである。
　更に、基材フィルムの一方の面に、真空蒸着法により無機酸化物の蒸着膜を形成する透
明蒸着フィルムの製造法において、真空蒸着装置内の冷却ドラムの温度を－１５℃～０℃
の範囲で無機酸化物の蒸着膜を形成することが好ましいものである。
【００２２】
　次に、本発明において、上記で製造される本発明に係る透明蒸着フィルムは、これをバ
リア性基材として使用し、これと、他のプラスチックフィルム、紙基材、セロハン、織布
ないし不織布、ガラス板、その他等の種々の基材の１種ないし２種以上と任意に積層して
、種々の形態からなる積層材を製造し、而して、該積層材を包装用材料、光学部材、太陽
電池モジュ－ル用保護シ－ト、有機ＥＬディスプレイ用保護フィルム、フィルム液晶ディ
スプレイ用保護フィルム、ポリマ－バッテリ－用包材、または、アルミ包装材料、その他
等の種々の用途に適用し得るものである。
　上記の積層材の製造法について例示すれば、例えば、前述の本発明に係る透明蒸着フィ
ルムを構成する無機酸化物の蒸着膜の面に、例えば、ラミネ－ト用接着剤層を形成し、し
かる後、該ラミネ－ト用接着剤層等を介して、例えば、ヒ－トシ－ル性樹脂層等を構成す
るプラスチックチフィルム等の所望の基材をドライラミネ－ト積層法を用いて積層するこ
とにより、種々の形態からなる積層材を製造することができる。
　あるいは、本発明においては、例えば、本発明係る透明蒸着フィルムを構成する無機酸
化物の蒸着膜の面に、例えば、アンカ－コ－ト剤層を形成し、しかる後、該アンカ－コ－
ト剤層等を介して、各種の樹脂等を溶融押出して、例えば、ヒ－トシ－ル性樹脂層等を構
成するプラスチックチフィルム等の所望の基材を積層する押出ラミネ－ト積層法を用いて
積層することにより、各種の形態からなる積層材を製造することができる。
　なお、本発明においては、本発明に係る透明蒸着フィルムを構成する基材フィルムの面
にも、上記と同様にして、所望の他の基材を任意に積層して種々の形態からなる積層材を
製造し得るものであり、また、本発明においては、各層間に所望の基材を任意に積層して
種々の形態からなる積層材を製造し得るものであり、而して、本発明においては、その使
用目的、使用形態、用途、その他等によって、他の基材を任意に積層して、種々の形態の
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積層材を設計して製造することができるものである。
　また、本発明において、上記のような積層を行う際に、本発明に係る透明蒸着フィルム
を構成する無機酸化物の蒸着膜の面には、例えば、プラズマ処理、コロナ放電処理、その
他等の前処理を任意に行うことができるものであり、あるいはまた、所望のプライマ－剤
層を形成することもできるものである。
【００２３】
　次に、本発明において、上記のような積層材の使用例として、包装用容器を例にして説
明すると、本発明においては、包装用容器としては、例えば、上記の積層材を２枚用意し
、その最内層に位置するヒ－トシ－ル性樹脂層の面を対向させて重ね合わせ、しかる後、
その外周周辺の端部の三方をヒ－トシ－ルしてシ－ル部を形成すると共に上方に開口部を
設けて、三方シ－ル型の軟包装用容器を製造することができる。
　而して、本発明においては、図示しないが、上記で製造した三方シ－ル型の軟包装用容
器の開口部から、例えば、飲食品、その他等の内容物を充填し、次いで、上方の開口部を
ヒ－トシ－ルして上方のシ－ル部等を形成し、更に、必要に応じて、例えば、ボイル処理
、レトルト処理等を施して、種々の形態からなる包装製品を製造することができるもので
ある。
　なお、本発明においては、上記に例示の包装用容器に限定されるものでないことは言う
までもないことであり、その目的、用途等により、軟包装用袋、液体紙製容器、紙缶、そ
の他等の種々の形態の包装用容器を製造することができることは言うまでもないことであ
る。
【００２４】
　次に、本発明において、積層材を構成するラミネ－ト用接着剤層について説明すると、
かかるラミネ－ト用接着剤層を構成する接着剤としては、例えば、ポリ酢酸ビニル系接着
剤、アクリル酸のエチル、ブチル、２－エチルヘキシルエステル等のホモポリマ－、ある
いは、これらとメタクリル酸メチル、アクリロニトリル、スチレン等との共重合体等から
なるポリアクリル酸エステル系接着剤、シアノアクリレ－ト系接着剤、エチレンと酢酸ビ
ニル、アクリル酸エチル、アクリル酸、メタクリル酸等のモノマ－との共重合体等からな
るエチレン共重合体系接着剤、セルロ－ス系接着剤、ポリエステル系接着剤、ポリアミド
系接着剤、ポリイミド系接着剤、尿素樹脂またはメラミン樹脂等からなるアミノ樹脂系接
着剤、フェノ－ル樹脂系接着剤、エポキシ系接着剤、ポリウレタン系接着剤、反応型（メ
タ）アクリル系接着剤、クロロプレンゴム、ニトリルゴム、スチレン－ブタジエンゴム等
からなるゴム系接着剤、シリコ－ン系接着剤、アルカリ金属シリケ－ト、低融点ガラス等
からなる無機系接着剤、その他等の接着剤を使用することがてきる。
　上記の接着剤の組成系は、水性型、溶液型、エマルジョン型、分散型等のいずれの組成
物形態でもよく、また、その性状は、フィルム・シ－ト状、粉末状、固形状等のいずれの
形態でもよく、更に、接着機構については、化学反応型、溶剤揮発型、熱溶融型、熱圧型
等のいずれの形態でもよいものである。
　而して、上記の接着剤は、例えば、ロ－ルコ－ト法、グラビアロ－ルコ－ト法、キスコ
－ト法、その他等のコ－ト法、あるいは、印刷法等によって施すことができ、そのコ－テ
ィング量としては、０．１～１０ｇ／ｍ2 （乾燥状態）位が望ましい。
【００２５】
　次に、本発明において、積層材を構成するアンカ－コ－ト剤層について説明すると、か
かるアンカ－コ－ト剤層を構成するアンカ－コ－ト剤としては、例えば、アルキルチタネ
－ト等の有機チタン系、イソシアネ－ト系、ポリエチレンイミン系、ポリプタジエン系、
その他等の水性ないし油性の各種のアンカ－コ－ト剤を使用することができる。
　上記のアンカ－コ－ト剤は、例えば、ロ－ルコ－ト、グラビアロ－ルコ－ト、キスコ－
ト、その他等のコ－ティング法を用いてコ－ティングすることができ、そのコ－ティング
量としては、０．１～５ｇ／ｍ2 （乾燥状態）位が望ましい。
【００２６】
　また、上記の溶融押出積層方式における溶融押出樹脂層としては、例えば、ポリエチレ
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ン系樹脂、ポリプロピレン系樹脂、酸変性ポリエチレン系樹脂、酸変性ポリプロピレン系
樹脂、エチレン－アクリル酸またはメタクリル酸共重合体、サ－リン系樹脂、エチレン－
酢酸ビニル共重合体、ポリ酢酸ビニル系樹脂、エチレン－アクリル酸エステルまたはメタ
クリル酸エステル共重合体、ポリスチレン系樹脂、ポリ塩化ビニル系樹脂、その他等の熱
可塑性樹脂の１種ないし２種以上を使用することができる。
　なお、上記の溶融押出積層方式において、より強固な接着強度を得るために、例えば、
上記のアンカ－コ－ト剤等のアンカ－コ－ト剤層を介して、積層することができる。
【００２７】
　次に、本発明において、積層材の最内層等を形成するプラスチックフィルム等の基材と
しては、例えば、熱によって溶融し相互に融着し得るヒ－トシ－ル性樹脂のフィルムない
しシ－トを使用することができ、具体的には、例えば、低密度ポリエチレン、中密度ポリ
エチレン、高密度ポリエチレン、直鎖状（線状）低密度ポリエチレン、メタロセン触媒を
使用して重合したエチレン－α・オレフィン共重合体、ポリプロピレン、エチレン－酢酸
ビニル共重合体、アイオノマ－樹脂、エチレン－アクリル酸共重合体、エチレン－アクリ
ル酸エチル共重合体、エチレン－メタクリル酸共重合体、エチレン－メタクリル酸メチル
共重合体、エチレン－プロピレン共重合体、メチルペンテンポリマ－、ポリブテンポリマ
－、ポリエチレンまたはポリプロピレン等のポリオレフィン系樹脂をアクリル酸、メタク
リル酸、マレイン酸、無水マレイン酸、フマ－ル酸、イタコン酸等の不飽和カルボン酸で
変性した酸変性ポリオレフィン樹脂、ポリ酢酸ビニル系樹脂、ポリ（メタ）アクリル系樹
脂、ポリ塩化ビニル系樹脂、その他等の樹脂のフィルムないしシ－トを使用することがで
きる。
　而して、上記のフィルムないしシ－トは、その樹脂を含む組成物によるコ－ティング膜
の状態で使用することができる。
　その膜もしくはフィルムないしシ－トの厚さとしては、５μｍないし３００μｍ位が好
ましくは、更には、１０μｍないし１００μｍ位が望ましい。
【００２８】
　更にまた、本発明において、上記の積層材を構成するプラスチックフィルム等の基材と
しては、例えば、積層材の基本素材となるものとして、機械的、物理的、化学的、その他
等において優れた性質を有し、特に、強度を有して強靱であり、かつ耐熱性を有する樹脂
のフィルムないしシ－トを使用することができ、具体的には、例えば、ポリエステル系樹
脂、ポリアミド系樹脂、ポリアラミド系樹脂、ポリオレフィン系樹脂、ポリカ－ボネ－ト
系樹脂、ポリスチレン系樹脂、ポリアセタ－ル系樹脂、フッ素系樹脂、その他等の強靱な
樹脂のフィルムないしシ－ト、その他等を使用することができる。
　而して、上記の樹脂のフィルムないしシ－トとしては、未延伸フィルム、あるいは、一
軸方向または二軸方向に延伸した延伸フィルム等のいずれのものでも使用することができ
る。
　そのフィルムの厚さとしては、５μｍないし１００μｍ位、好ましくは、１０μｍない
し５０μｍ位が望ましい。
  なお、本発明においては、上記のような基材フィルムには、例えば、文字、図形、記号
、絵柄、模様等の所望の印刷絵柄を通常の印刷法で表刷り印刷あるいは裏刷り印刷等が施
されていてもよい。
【００２９】
　次にまた、本発明において、上記の積層材を構成する基材としては、例えば、紙層を構
成する各種の紙基材を使用することができ、具体的には、本発明において、紙基材として
は、賦型性、耐屈曲性、剛性等を持たせるものであり、例えば、強サイズ性の晒または未
晒の紙基材、あるいは純白ロ－ル紙、クラフト紙、板紙、加工紙等の紙基材、その他等を
使用することができる。
　上記において、紙層を構成する紙基材としては、坪量約８０～６００ｇ／ｍ2 位のもの
、好ましくは、坪量約１００～４５０ｇ／ｍ2 位のものを使用することが望ましい。
　勿論、本発明においては、紙層を構成する紙基材と、上記に挙げた基材フィルムとして
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の各種の樹脂のフィルムないしシ－ト等を併用して使用することができる。
【００３０】
  更に、本発明において、上記の積層材を構成する材料として、例えば、水蒸気、水等の
バリア－性を有する低密度ポリエチレン、中密度ポリエチレン、高密度ポリエチレン、直
鎖状低密度ポリエチレン、ポリプロピレン、エチレン－プロピレン共重合体等の樹脂のフ
ィルムないしシ－ト、あるいは、酸素、水蒸気等に対するバリア－性を有するポリビニル
アルコ－ル、エチレン－酢酸ビニル共重合体ケン化物、ナイロンＭＸＤ６樹脂等の樹脂の
フィルムないしシ－ト、樹脂に顔料等の着色剤を、その他、所望の添加剤を加えて混練し
てフィルム化してなる遮光性を有する各種の着色樹脂のフィルムないしシ－ト等を使用す
ることができる。
　これらの材料は、一種ないしそれ以上を組み合わせて使用することができる。　　　　
　上記のフィルムないしシ－トの厚さとしては、任意であるが、通常、５μｍないし３０
０μｍ位、更には、１０μｍないし１００μｍ位が望ましい。
【００３１】
  なお、本発明においては、通常、上記の積層材は各種の用途に適用される場合、物理的
にも化学的にも過酷な条件におかれることから、上記の積層材には、厳しい条件が要求さ
れ、変形防止強度、落下衝撃強度、耐ピンホ－ル性、耐熱性、密封性、品質保全性、作業
性、衛生性、その他等の種々の条件が要求され、このために、本発明においては、上記の
ような諸条件を充足する材料を任意に選択して使用することができ、具体的には、例えば
、低密度ポリエチレン、中密度ポリエチレン、高密度ポリエチレン、線状低密度ポリエチ
レン、ポリプロピレン、エチレン－プロピレン共重合体、エチレン－酢酸ビニル共重合体
、アイオノマ－樹脂、エチレン－アクリル酸エチル共重合体、エチレン－アクリル酸また
はメタクリル酸共重合体、メチルペンテンポリマ－、ポリブテン系樹脂、ポリ塩化ビニル
系樹脂、ポリ酢酸ビニル系樹脂、ポリ塩化ビニリデン系樹脂、塩化ビニル－塩化ビニリデ
ン共重合体、ポリ（メタ）アクリル系樹脂、ポリアクリルニトリル系樹脂、ポリスチレン
系樹脂、アクリロニトリル－スチレン共重合体（ＡＳ系樹脂）、アクリロニトリル－ブタ
ジェン－スチレン共重合体（ＡＢＳ系樹脂）、ポリエステル系樹脂、ポリアミド系樹脂、
ポリカ－ボネ－ト系樹脂、ポリビニルアルコ－ル系樹脂、エチレン－酢酸ビニル共重合体
のケン化物、フッ素系樹脂、ジエン系樹脂、ポリアセタ－ル系樹脂、ポリウレタン系樹脂
、ニトロセルロ－ス、その他等の公知の樹脂のフィルムないしシ－トから任意に選択して
使用することができる。
　その他、例えば、セロハン等のフィルム、合成紙等も使用することができる。　　　　
　本発明において、上記のフィルムないしシ－トは、未延伸、一軸ないし二軸方向に延伸
されたもの等のいずれのものでも使用することができる。
　また、その厚さは、任意であるが、数μｍから３００μｍ位の範囲から選択して使用す
ることができる。
　更に、本発明においては、フィルムないしシ－トとしては、押し出し成膜、インフレ－
ション成膜、コ－ティング膜等のいずれの性状の膜でもよい。
【００３２】
　而して、本発明においては、上記の積層を行う際に、必要ならば、例えば、コロナ処理
、オゾン処理等の前処理をフィルムに施すことができ、また、例えば、イソシアネ－ト系
（ウレタン系）、ポリエチレンイミン系、ポリブタジェン系、有機チタン系等のアンカ－
コ－ティング剤、あるいはポリウレタン系、ポリアクリル系、ポリエステル系、エポキシ
系、ポリ酢酸ビニル系、セルロ－ス系、その他等のラミネ－ト用接着剤等の公知の前処理
、アンカ－コ－ト剤、接着剤等を使用することができる。
【００３３】
　なお、本発明においては、上記の積層材を構成するいずれかの層間に所望の印刷模様層
を形成することができるものである。
　而して、上記の印刷模様層としては、通常のインキビヒクルの１種ないし２種以上を主
成分とし、これに、必要ならば、可塑剤、安定剤、酸化防止剤、光安定剤、紫外線吸収剤
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、硬化剤、架橋剤、滑剤、帯電防止剤、充填剤、その他等の添加剤の１種ないし２種以上
を任意に添加し、更に、染料・顔料等の着色剤を添加し、溶媒、希釈剤等で充分に混練し
てインキ組成物を調整し、次いで、該インキ組成物を使用し、例えば、グラビア印刷、オ
フセット印刷、凸版印刷、スクリ－ン印刷、転写印刷、フレキソ印刷、その他等の印刷方
式を使用し、前述のコ－ティング薄膜の上に、文字、図形、記号、模様等からなる所望の
印刷模様を印刷して、本発明にかかる印刷模様層を形成することができる。
【００３４】
　次に、本発明において、上記のような積層材を使用して包装用容器を製造する製袋ない
し製函する方法について説明すると、例えば、包装用容器がプラスチックフィルム等から
なる軟包装袋の場合、上記のような方法で製造した積層材を使用し、その内層のヒ－トシ
－ル性フィルムの面を対向させて、それを折り重ねるか、或いはその二枚を重ね合わせ、
更にその周辺端部をヒ－トシ－ルしてシ－ル部を設けて袋体を構成することができる。
　而して、その製袋方法としては、上記の積層材を、その内層の面を対向させて折り曲げ
るか、あるいはその二枚を重ね合わせ、更にその外周の周辺端部を、例えば、側面シ－ル
型、二方シ－ル型、三方シ－ル型、四方シ－ル型、封筒貼りシ－ル型、合掌貼りシ－ル型
（ピロ－シ－ル型）、ひだ付シ－ル型、平底シ－ル型、角底シ－ル型、その他等のヒ－ト
シ－ル形態によりヒ－トシ－ルして、本発明にかかる種々の形態の包装用容器を製造する
ことができる。
　その他、例えば、自立性包装袋（スタンディングパウチ）等も製造することが可能であ
り、更に、本発明においては、上記の積層材を使用してチュ－ブ容器等も製造することが
できる。
　上記において、ヒ－トシ－ルの方法としては、例えば、バ－シ－ル、回転ロ－ルシ－ル
、ベルトシ－ル、インパルスシ－ル、高周波シ－ル、超音波シ－ル等の公知の方法で行う
ことができる。
　なお、本発明においては、上記のような包装用容器には、例えば、ワンピ－スタイプ、
ツウ－ピ－スタイプ、その他等の注出口、あるいは開閉用ジッパ－等を任意に取り付ける
ことができる。
【００３５】
　次にまた、包装用容器として、紙基材を含む液体充填用紙容器の場合、例えば、積層材
として、紙基材を積層した積層材を製造し、これから所望の紙容器を製造するブランク板
を製造し、しかる後該ブランク板を使用して胴部、底部、頭部等を製函して、例えば、ブ
リックタイプ、フラットタイプあるいはゲ－ベルトップタイプの液体用紙容器等を製造す
ることができる。
　また、その形状は、角形容器、丸形等の円筒状の紙缶等のいずれのものでも製造するこ
とができる。
【００３６】
　本発明において、上記のようにして製造した包装用容器は、種々の飲食品、接着剤、粘
着剤等の化学品、化粧品、医薬品、ケミカルカイロ等の雑貨品、その他等の物品の充填包
装に使用されるものである。
　而して、本発明においては、特に、例えば、醤油、ソ－ス、ス－プ等を充填包装する液
体用小袋、餅を充填包装する小袋、生菓子等を充填包装する軟包装用袋、あるいは、ボイ
ルあるいはレトルト食品等を充填包装する軟包装用袋等の飲食物等を充填包装する包装用
容器として有用なものである。
　次に、上記の本発明について以下に実施例を挙げて更に具体的に説明する。
【実施例１】
【００３７】
　フィルムに荷重０．０７Ｎ／ｍｍ負荷し、５℃／ｍｉｎで２５～２００℃まで昇温した
時の縦方向の寸法変化率が－４．０％、横方向の寸法変化率０．１％の厚さ１２μｍの二
軸延伸ポリエチレンテレフタレ－トフィルムを用いて、下記に示す蒸着条件により、電子
線（ＥＢ）加熱方式による真空蒸着法により、紫外線（３６６ｎｍ）透過率が９４％、膜
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厚２００Åの酸化アルミニウムの蒸着膜を形成し、酸化アルミニウム蒸着フィルムを製造
した。
　なお、この時の冷却ドラム温度は、－１５℃であった。
　（蒸着条件）
　蒸着チヤンバー内の真空度；２×１０-4ｍｂａｒ
　巻き取りチヤンバー内の真空度；２×１０-2ｍｂａｒ
　電子ビーム電力；２５ｋｗ
　フィルムの搬送速度；２４０ｍ／ｍｉｎ
　蒸着面；コロナ処理面
【実施例２】
【００３８】
　フィルムに荷重０．０７Ｎ／ｍｍ負荷し、５℃／ｍｉｎで２５～２００℃まで昇温した
時の縦方向の寸法変化率が－４．０％、横方向の寸法変化率－０．１％の厚さ１２μｍの
二軸延伸ポリエチレンテレフタレ－トフィルムを用いて、下記に示す蒸着条件により、電
子線（ＥＢ）加熱方式による真空蒸着法により、紫外線（３６６ｎｍ）透過率が９０％、
膜厚３００Åの酸化アルミニウムの蒸着膜を形成し、酸化アルミニウム蒸着フィルムを製
造した。
　なお、この時の冷却ドラム温度は、－１５℃であった。
　（蒸着条件）
　蒸着チヤンバー内の真空度；２×１０-4ｍｂａｒ
　巻き取りチヤンバー内の真空度；２×１０-2ｍｂａｒ
　電子ビーム電力；２５ｋｗ
　フィルムの搬送速度；２４０ｍ／ｍｉｎ
　蒸着面；コロナ処理面
【実施例３】
【００３９】
　フィルムに荷重０．０７Ｎ／ｍｍ負荷し、５℃／ｍｉｎで２５～２００℃まで昇温した
時の縦方向の寸法変化率が－２．５％、横方向の寸法変化率０．１％の厚さ１２μｍの二
軸延伸ポリエチレンテレフタレ－トフィルムを用いて、下記に示す蒸着条件により、電子
線（ＥＢ）加熱方式による真空蒸着法により、紫外線（３６６ｎｍ）透過率が９４％、膜
厚２００Åの酸化アルミニウムの蒸着膜を形成し、酸化アルミニウム蒸着フィルムを製造
した。
　なお、この時の冷却ドラム温度は、－１５℃であった。
　（蒸着条件）
　蒸着チヤンバー内の真空度；２×１０-4ｍｂａｒ
　巻き取りチヤンバー内の真空度；２×１０-2ｍｂａｒ
　電子ビーム電力；２５ｋｗ
　フィルムの搬送速度；２４０ｍ／ｍｉｎ
　蒸着面；コロナ処理面
【実施例４】
【００４０】
　フィルムに荷重０．０７Ｎ／ｍｍ負荷し、５℃／ｍｉｎで２５～２００℃まで昇温した
時の縦方向の寸法変化率が－２．５％、横方向の寸法変化率０．１％の厚さ１２μｍの二
軸延伸ポリエチレンテレフタレ－トフィルムを用いて、下記に示す蒸着条件により、電子
線（ＥＢ）加熱方式による真空蒸着法により、膜厚３００Åの酸化硅素の蒸着膜を形成し
、酸化硅素蒸着フィルムを製造した。
　なお、この時の冷却ドラム温度は、－１５℃であった。
　（蒸着条件）
　蒸着チヤンバー内の真空度；２×１０-4ｍｂａｒ
　巻き取りチヤンバー内の真空度；２×１０-2ｍｂａｒ
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　電子ビーム電力；２５ｋｗ
　フィルムの搬送速度；２４０ｍ／ｍｉｎ
　蒸着面；コロナ処理面
【００４１】
　〔比較例１〕
　フィルムに荷重０．０７Ｎ／ｍｍ負荷し、５℃／ｍｉｎで２５～２００℃まで昇温した
時の縦方向の寸法変化率が－１．０％、横方向の寸法変化率－０．１％の厚さ１２μｍの
二軸延伸ポリエチレンテレフタレ－トフィルムを用いて、下記に示す蒸着条件により、電
子線（ＥＢ）加熱方式による真空蒸着法により、紫外線（３６６ｎｍ）透過率が９４％、
膜厚２００Åの酸化アルミニウムの蒸着膜を形成し、酸化アルミニウム蒸着フィルムを製
造した。
　なお、この時の冷却ドラム温度は、－１５℃であった。
　（蒸着条件）
　蒸着チヤンバー内の真空度；２×１０-4ｍｂａｒ
　巻き取りチヤンバー内の真空度；２×１０-2ｍｂａｒ
　電子ビーム電力；２５ｋｗ
　フィルムの搬送速度；２４０ｍ／ｍｉｎ
　蒸着面；コロナ処理面
【００４２】
　〔比較例２〕
　フィルムに荷重０．０７Ｎ／ｍｍ負荷し、５℃／ｍｉｎで２５～２００℃まで昇温した
時の縦方向の寸法変化率が－６．０％、横方向の寸法変化率－１．５％の厚さ１２μｍの
二軸延伸ポリエチレンテレフタレ－トフィルムを用いて、下記に示す蒸着条件により、電
子線（ＥＢ）加熱方式による真空蒸着法により、紫外線（３６６ｎｍ）透過率が９４％、
膜厚２００Åの酸化アルミニウムの蒸着膜を形成し、酸化アルミニウム蒸着フィルムを製
造した。
　なお、この時の冷却ドラム温度は、－１５℃であった。
　（蒸着条件）
　蒸着チヤンバー内の真空度；２×１０-4ｍｂａｒ
　巻き取りチヤンバー内の真空度；２×１０-2ｍｂａｒ
　電子ビーム電力；２５ｋｗ
　フィルムの搬送速度；２４０ｍ／ｍｉｎ
　蒸着面；コロナ処理面
【００４３】
　〔比較例３〕
　フィルムに荷重０．０７Ｎ／ｍｍ負荷し、５℃／ｍｉｎで２５～２００℃まで昇温した
時の縦方向の寸法変化率が－２．５％、横方向の寸法変化率－０．１％の厚さ１２μｍの
二軸延伸ポリエチレンテレフタレ－トフィルムを用いて、下記に示す蒸着条件により、電
子線（ＥＢ）加熱方式による真空蒸着法により、紫外線（３６６ｎｍ）透過率が９８％、
膜厚２００Åの酸化アルミニウムの蒸着膜を形成し、酸化アルミニウム蒸着フィルムを製
造した。
　なお、この時の冷却ドラム温度は、－１５℃であった。
　（蒸着条件）
　蒸着チヤンバー内の真空度；２×１０-4ｍｂａｒ
　巻き取りチヤンバー内の真空度；２×１０-2ｍｂａｒ
　電子ビーム電力；２５ｋｗ
　フィルムの搬送速度；２４０ｍ／ｍｉｎ
　蒸着面；コロナ処理面
【００４４】
　〔比較例４〕
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　フィルムに荷重０．０７Ｎ／ｍｍ負荷し、５℃／ｍｉｎで２５～２００℃まで昇温した
時の縦方向の寸法変化率が－１．０％、横方向の寸法変化率０．１％の厚さ１２μｍの二
軸延伸ポリエチレンテレフタレ－トフィルムを用いて、下記に示す蒸着条件により、電子
線（ＥＢ）加熱方式による真空蒸着法により、膜厚３００Åの酸化硅素の蒸着膜を形成し
、酸化硅素蒸着フィルムを製造した。
　なお、この時の冷却ドラム温度は、－１５℃であった。
　（蒸着条件）
　蒸着チヤンバー内の真空度；２×１０-4ｍｂａｒ
　巻き取りチヤンバー内の真空度；２×１０-2ｍｂａｒ
　電子ビーム電力；２５ｋｗ
　フィルムの搬送速度；２４０ｍ／ｍｉｎ
　蒸着面；コロナ処理面
【００４５】
　〔比較例５〕
　フィルムに荷重０．０７Ｎ／ｍｍ負荷し、５℃／ｍｉｎで２５～２００℃まで昇温した
時の縦方向の寸法変化率が－６．０％、横方向の寸法変化率０．１％の厚さ１２μｍの二
軸延伸ポリエチレンテレフタレ－トフィルムを用いて、下記に示す蒸着条件により、電子
線（ＥＢ）加熱方式による真空蒸着法により、膜厚３００Åの酸化硅素の蒸着膜を形成し
、酸化硅素蒸着フィルムを製造した。
　なお、この時の冷却ドラム温度は、－１５℃であった。
　（蒸着条件）
　蒸着チヤンバー内の真空度；２×１０-4ｍｂａｒ
　巻き取りチヤンバー内の真空度；２×１０-2ｍｂａｒ
　電子ビーム電力；２５ｋｗ
　フィルムの搬送速度；２４０ｍ／ｍｉｎ
　蒸着面；コロナ処理面
【００４６】
　〔比較例６〕
　フィルムに荷重０．０７Ｎ／ｍｍ負荷し、５℃／ｍｉｎで２５～２００℃まで昇温した
時の縦方向の寸法変化率が－２．５％、横方向の寸法変化率０．１％の厚さ１２μｍの二
軸延伸ポリエチレンテレフタレ－トフィルムを用いて、下記に示す蒸着条件により、電子
線（ＥＢ）加熱方式による真空蒸着法により、膜厚１５００Åの酸化硅素の蒸着膜を形成
し、酸化硅素蒸着フィルムを製造した。
　なお、この時の冷却ドラム温度は、－１５℃であった。
　（蒸着条件）
　蒸着チヤンバー内の真空度；２×１０-4ｍｂａｒ
　巻き取りチヤンバー内の真空度；２×１０-2ｍｂａｒ
　電子ビーム電力；２５ｋｗ
　フィルムの搬送速度；２４０ｍ／ｍｉｎ
　蒸着面；コロナ処理面
【００４７】
　〔比較例７〕
　フィルムに荷重０．０７Ｎ／ｍｍ負荷し、５℃／ｍｉｎで２５～２００℃まで昇温した
時の縦方向の寸法変化率が－２．５％、横方向の寸法変化率－０．１％の厚さ１２μｍの
二軸延伸ポリエチレンテレフタレ－トフィルムを用いて、下記に示す蒸着条件により、電
子線（ＥＢ）加熱方式による真空蒸着法により、紫外線（３６６ｎｍ）透過率が９４％、
膜厚２００Åの酸化アルミニウムの蒸着膜を形成し、酸化アルミニウム蒸着フィルムを製
造した。
　なお、この時の冷却ドラム温度は、＋１０℃であった。
　（蒸着条件）
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　蒸着チヤンバー内の真空度；２×１０-4ｍｂａｒ
　巻き取りチヤンバー内の真空度；２×１０-2ｍｂａｒ
　電子ビーム電力；２５ｋｗ
　フィルムの搬送速度；２４０ｍ／ｍｉｎ
　蒸着面；コロナ処理面
【００４８】
　〔実験例〕
　上記の実施例１～４、および、比較例１～７で製造した本発明に係る透明蒸着フィルム
、および、比較例に係る透明蒸着フィルムについて、酸素透過度、水蒸気透過度を測定し
た。
　（１）．酸素透過度の測定
　これは、透明蒸着フィルムについて、温度２３℃、湿度９０％ＲＨの条件で、米国、モ
コン（ＭＯＣＯＮ）社製の測定機〔機種名、オクストラン（ＯＸ－ＴＲＡＮ２／２０）〕
にて測定した。
　（２）．水蒸気透過度の測定
　これは、透明蒸着フィルムについて、温度４０℃、湿度９０％ＲＨの条件で、米国、モ
コン（ＭＯＣＯＮ）社製の測定機〔機種名、パ－マトラン（ＰＥＲＭＡＴＲＡＮ３／３１
）〕にて測定した。
　上記の測定結果について、下記の表１に示す。
【００４９】
　（表１）
┌─────┬────────────────┐　　　　　　　　　　　　　　　　
│　　　　　│　　　透明蒸着フィルム　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　
│　　　　　├───────┬────────┤　　　　　　　　　　　　　　　　
│　　　　　│　酸素透過度　│　水蒸気透過度　│　　　　　　　　　　　　　　　　
├─────┼───────┼────────┤　　　　　　　　　　　　　　　　
│実施例１　│　　１．２　　│　　１．４　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　
├─────┼───────┼────────┤　　　　　　　　　　　　　　　　
│実施例２　│　　１．３　　│　　１．０　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　
├─────┼───────┼────────┤　　　　　　　　　　　　　　　　
│実施例３　│　　１．１　　│　　１．５　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　
├─────┼───────┼────────┤　　　　　　　　　　　　　　　　
│実施例４　│　　１．０　　│　　１．２　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　
├─────┼───────┼────────┤　　　　　　　　　　　　　　　　
│比較例１　│　　３．２　　│　　５．０　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　
├─────┼───────┼────────┤　　　　　　　　　　　　　　　　
│比較例２　│　　４．５　　│　　７．４　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　
├─────┼───────┼────────┤　　　　　　　　　　　　　　　　
│比較例３　│　　３．５　　│　　８．２　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　
├─────┼───────┼────────┤　　　　　　　　　　　　　　　　
│比較例４　│　　３．８　　│　　３．１　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　
├─────┼───────┼────────┤　　　　　　　　　　　　　　　　
│比較例５　│　　５．５　　│　　６．３　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　
├─────┼───────┼────────┤　　　　　　　　　　　　　　　　
│比較例６　│　　３．０　　│　　４．８　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　
├─────┼───────┼────────┤　　　　　　　　　　　　　　　　
│比較例７　│　　２．５　　│　　３．０　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　
└─────┴───────┴────────┘　　　　　　　　　　　　　　　　
　上記の表１において、酸素透過度の単位は、〔ｃｃ／ｍ2 ／ｄａｙ・２３℃・９０％Ｒ
Ｈ〕であり、水蒸気透過度の単位は、〔ｇ／ｍ2 ／ｄａｙ・４０℃・９０％ＲＨ〕である
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【００５０】
　上記の表１に示す結果より明らかなように、本発明に係る透明蒸着フィルムは、酸素透
過度および水蒸気透過度において優れているものであった。
【産業上の利用可能性】
【００５１】
　本発明に係る透明蒸着フィルムは、極めて高いガスバリア性を安定して維持するととも
に、良好な透明性、および、耐衝撃性、耐熱水性等を備え、更に、延展性、屈曲性、可撓
性等に優れ、また、クラック発生の原因となる異物、塵埃等が混入することなく、例えば
、包装用材料等に使用されるバリア性基材として有用なものであり、これと、他のプラス
チックフィルム、紙基材、セロハン、織布ないし不織布、ガラス板、その他等の種々の基
材の１種ないし２種以上と任意に積層して、種々の形態からなる積層材を製造し、その積
層材は、例えば、包装用材料、光学部材、太陽電池モジュ－ル用保護シ－ト、有機ＥＬデ
ィスプレイ用保護フィルム、フィルム液晶ディスプレイ用保護フィルム、ポリマ－バッテ
リ－用包材、または、アルミ包装材料、その他等の種々の用途に適用し得るものである。
【図面の簡単な説明】
【００５２】
【図１】本発明に係る透明蒸着フィルムについてその層構成の一例を示す概略的断面図で
ある。
【図２】巻き取り式真空蒸着装置の一例を示す概略的構成図である。
【符号の説明】
【００５３】
　Ａ、　透明蒸着フィルム
　１　　基材フィルム
　１ａ　二軸延伸ポリエステルフィルム
　２　　無機酸化物の蒸着膜
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